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(57)【要約】
【課題】監視制度の低下を防ぎつつ、面倒な作業を要す
ることなく、動線と移動体の紐付けを適切に行うことを
目的とする。
【解決手段】監視対象の複数の動線それぞれに対応する
複数の移動体を撮影する第１の撮影手段と、第１の撮影
手段により得られた撮影画像に基づいて、処理対象とな
る対象移動体の特徴量を抽出する特徴量抽出手段と、対
象移動体の特徴量に基づく、対象移動体の個別識別の識
別度を推定する推定手段と、識別度に基づいて、対象移
動体の第２の撮影手段による撮影の優先度を算出する優
先度算出手段と、優先度を対応付けた対象移動体の撮影
指示を第２の撮影手段に送信する送信手段とを有する。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　監視対象の複数の動線それぞれに対応する複数の移動体を撮影する第１の撮影手段と、
　前記第１の撮影手段により得られた撮影画像に基づいて、処理対象となる対象移動体の
特徴量を抽出する特徴量抽出手段と、
　前記対象移動体の前記特徴量に基づく、前記対象移動体の個別識別の識別度を推定する
推定手段と、
　前記識別度に基づいて、前記対象移動体の第２の撮影手段による撮影の優先度を算出す
る優先度算出手段と、
　前記優先度を対応付けた前記対象移動体の撮影指示を前記第２の撮影手段に送信する送
信手段と
を有することを特徴とする監視システム。
【請求項２】
　前記優先度算出手段は、さらに前記対象移動体と前記第２の撮影手段の間の距離に基づ
いて、前記対象移動体の前記優先度を算出することを特徴とする請求項１に記載の監視シ
ステム。
【請求項３】
　前記対象移動体に対応する前記識別度に基づいて、前記第２の撮影手段による前記対象
移動体の再撮影が必要か否かを判定する判定手段をさらに有し、
　前記判定手段により、前記対象移動体の前記再撮影が必要と判定された場合に、前記優
先度算出手段は、前記対象移動体に対応する前記優先度を算出し、前記送信手段は、前記
対象移動体の前記撮影指示を送信することを特徴とする請求項１又は２に記載の監視シス
テム。
【請求項４】
　前記対象移動体の動線に基づいて、撮影条件を決定する条件決定手段をさらに有し、
　前記送信手段は、前記撮影条件を含む前記撮影指示を送信することを特徴とする請求項
１乃至３何れか１項に記載の監視システム。
【請求項５】
　前記送信手段は、前記判定手段により再撮影が不要と判定された場合に、前記第２の撮
影手段に対し撮影中止指示を送信することを特徴とする請求項３又は４に記載の監視シス
テム。
【請求項６】
　前記対象移動体に対応する動線に基づいて、前記第２の撮影手段により前記対象移動体
に対する撮影が行われる期待度を算出する期待度算出手段をさらに有し、
　前記判定手段は、さらに前記期待度に基づいて、再撮影が必要か否かを判定することを
特徴とする請求項３乃至５何れか１項に記載の監視システム。
【請求項７】
　前記対象移動体の前記識別度が閾値未満の状態が一定時間以上継続する場合に、前記対
象移動体の前記優先度をより高い値に変更する変更手段をさらに有することを特徴とする
請求項１乃至６何れか１項に記載の監視システム。
【請求項８】
　第１の撮影手段により撮影された、監視対象の複数の動線それぞれに対応する複数の移
動体を含む撮影画像から抽出された、処理対象となる対象移動体の特徴量に基づく、前記
対象移動体の個別識別の識別度を推定する推定手段と、
　前記識別度に基づいて、前記対象移動体の第２の撮影手段による撮影の優先度を算出す
る優先度算出手段と、
　前記優先度を対応付けた前記対象移動体の撮影指示を前記第２の撮影手段に送信する送
信手段と
を有することを特徴とする監視装置。
【請求項９】
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　監視システムが実行する撮影制御方法であって、
　監視対象の複数の動線それぞれに対応する複数の移動体を撮影する第１の撮影ステップ
と、
　前記第１の撮影ステップにおいて得られた撮影画像に基づいて、処理対象となる対象移
動体の特徴量を抽出する特徴量抽出ステップと、
　前記対象移動体の前記特徴量に基づく、前記対象移動体の個別識別の識別度を推定する
推定ステップと、
　前記識別度に基づいて、前記対象移動体の第２の撮影手段による撮影の優先度を算出す
る優先度算出ステップと、
　前記優先度を対応付けた前記対象移動体の撮影指示を前記第２の撮影手段に送信する送
信ステップと
を含むことを特徴とする撮影制御方法。
【請求項１０】
　監視装置が実行する撮影制御方法であって、
　第１の撮影手段により撮影された、監視対象の複数の動線それぞれに対応する複数の移
動体を含む撮影画像から抽出された、処理対象となる対象移動体の特徴量に基づく、前記
対象移動体の個別識別の識別度を推定する推定ステップと、
　前記識別度に基づいて、前記対象移動体の第２の撮影手段による撮影の優先度を算出す
る優先度算出ステップと、
　前記優先度を対応付けた前記対象移動体の撮影指示を前記第２の撮影手段に送信する送
信ステップと
を含むことを特徴とする撮影制御方法。
【請求項１１】
　コンピュータを、
　第１の撮影手段により撮影された、監視対象の複数の動線それぞれに対応する複数の移
動体を含む撮影画像から抽出された、処理対象となる対象移動体の特徴量に基づく、前記
対象移動体の個別識別の識別度を推定する推定手段と、
　前記識別度に基づいて、前記対象移動体の第２の撮影手段による撮影の優先度を算出す
る優先度算出手段と、
　前記優先度を対応付けた前記対象移動体の撮影指示を前記第２の撮影手段に送信する送
信手段と
して機能させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、監視システム、撮影制御方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、監視カメラに代表される監視システムは、監視領域における迷子検知、不審者検
出等、防犯、治安維持のために用いられてきた。一方近年、監視記録を詳細に分析するこ
とによって、店舗内における人物の消費行動の分析に応用する等、多目的に活用する監視
システムが普及してきている。このような高度な分析に必要な情報（人物行動や車両行動
等）を収集・分析するために、複数の監視カメラやセンサを連携させたシステムが知られ
ている。また、人物や車両等の移動軌跡を詳細に追跡して分析を行う動線追跡技術を利用
したシステムも知られている。
【０００３】
　複数カメラを連携させる技術として、特許文献１には、複数のカメラにより得られた複
数の撮像画像を収集した上で、各カメラの視野の重複量から各カメラに対して移動を促す
フィードバックを行う技術が開示されている。こうすることで、監視領域の死角を減少さ
せることができる。また、人物や車両等の動線追跡技術として、特許文献２には、複数カ
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メラを連携させた上で監視領域内を俯瞰した人物の動線情報を構築するとともに、望遠・
拡大撮影した各個人の詳細な顔画像を動線と紐付けて記憶する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－１１４５８０号公報
【特許文献２】特許第４５８５５８０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　動線を追跡する技術において、人物等の移動体の向き、ぶれや隠れに起因し、移動体の
個別識別（例えば顔画像による個人認証）が困難な場合には、動線と、移動体とを紐付け
ることができない。これに対し、個別識別できない移動体にカメラを向けることにより、
適切な撮影画像を得て、紐付けを行うことは可能である。しかしながら、すべての移動体
に対し、もれなくカメラを向けることにより、紐付けを行うのは難しく、また手間のかか
る作業となってしまう。
　本発明はこのような問題点に鑑みなされたもので、監視制度の低下を防ぎつつ、面倒な
作業を要することなく、動線と移動体の紐付けを適切に行うことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　そこで、本発明は、監視システムであって、監視対象の複数の動線それぞれに対応する
複数の移動体を撮影する第１の撮影手段と、前記第１の撮影手段により得られた撮影画像
に基づいて、処理対象となる対象移動体の特徴量を抽出する特徴量抽出手段と、前記対象
移動体の前記特徴量に基づく、前記対象移動体の個別識別の識別度を推定する推定手段と
、前記識別度に基づいて、前記対象移動体の第２の撮影手段による撮影の優先度を算出す
る優先度算出手段と、前記優先度を対応付けた前記対象移動体の撮影指示を前記第２の撮
影手段に送信する送信手段とを有することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、監視制度の低下を防ぎつつ、面倒な作業を要することなく、動線と移
動体の紐付けを適切に行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】監視システムの概要を示す図である。
【図２】監視サーバ装置のハードウェア構成を示す図である。
【図３】監視サーバ装置のソフトウェア構成を示す図である。
【図４】外部記憶部のデータを示す図である。
【図５】外部記憶部のデータを示す図である。
【図６】外部記憶部のデータを示す図である。
【図７】表示画面を示す図である。
【図８】撮影制御処理を示すフローチャートである。
【図９】第２の実施形態に係る撮影制御処理を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施形態について図面に基づいて説明する。
【００１０】
（第１の実施形態）
　図１は、本実施形態に係る監視システムの概要を示す図である。監視サーバ装置１０１
は通信回線１０２を介して監視カメラ装置１０３と接続され、監視空間１０４を監視して
いる。監視カメラ装置１０３としては、具体的には、固定式監視カメラのほか、画角や向
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きの変更が可能なカメラ、雲台が移動可能なカメラが考えられる。
【００１１】
　監視空間１０４には人物１０５が一人、または複数人通行している。監視カメラ装置１
０３は、移動体の一例としての人物１０５を画像記録する他、動線計測や、監視対象とな
る人物の特徴量計測を行う。具体的には、監視カメラ装置１０３は、人物１０５それぞれ
を個体検知し、その移動軌跡を動線データ１０６として記録する。また、監視カメラ装置
１０３は、特徴量計測としては、人物１０５の顔画像の撮影を行い、顔画像１０７を生成
した上で、顔の特徴量を計測し、数値化する。監視カメラ装置１０３は、動線データや特
徴量等の計測データを、監視カメラ装置１０３の設置位置情報、撮影方向、撮影画角と共
に通信回線１０２を介して監視サーバ装置１０１に送信する。なお、顔の特徴量の数値化
は監視サーバ装置１０１で代行してもよい。
【００１２】
　一方で監視サーバ装置１０１は、無線通信装置１０８を介して警備員や店舗関係者が装
着するウェアラブルデバイス１０９と接続する。ウェアラブルデバイス１０９は、頭部へ
の装着式デバイスの他、タブレット型デバイス、携帯電話型デバイス等様々な形態が考え
られる。ウェアラブルデバイス１０９は、撮影機能を有し、移動式監視カメラ装置の役割
を担う。ウェアラブルデバイス１０９は、人物１０５と同じ視点で監視空間１０４を監視
する。ウェアラブルデバイス１０９は、必要に応じて人物１０５の動線データ１０６又は
顔画像１１０を記録し、無線通信装置１０８を介して監視サーバ装置１０１に送信する。
なお、ウェアラブルデバイス１０９は必要に応じて複数台存在してもよい。
【００１３】
　図２は、本実施形態の監視サーバ装置１０１のハードウェア構成を示す図である。演算
部２０１は、情報処理のための演算、論理判断等を行う。演算部２０１は、システムバス
２０６を介して、システムバス２０６に接続された各構成要素を制御する。表示部２０２
は、画像情報の表示を制御するコントローラ及び液晶パネル、プロジェクタ等の出力装置
である。
【００１４】
　通信部２０５は、ＬＡＮ，３Ｇ，４Ｇ，Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）、ＲＦＩＤ（
Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　ＩＤｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ）技術等に代表される
ネットワークコントローラ等である。通信部２０５は、他の装置との接続を制御する外部
通信手段である。なお、同様の目的を達成できる通信方式であればよく、具体例に限らな
い。
【００１５】
　ＲＡＭ（Ｒａｎｄｏｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｍｅｍｏｒｙ）２０７は、各構成要素からの各
種データの一時記憶に用いられる。外部記憶部２０８は、フラッシュメモリ、ＨＤＤ、光
学ディスク等の物理媒体を用い、本実施形態で実行される処理プログラム等の制御プログ
ラムコードの他、各種設定データ、画像データ等を記憶する。各構成要素からなる監視サ
ーバ装置１０１は、ＵＩ部２０４からの各種の入力及び通信部２０５から供給されるネッ
トワーク経由の各種入力に応じて作動する。すなわち、ＵＩ部２０４からの入力及び通信
部２０５からの入力が供給されると、まず、インタラプト信号が演算部２０１に送られる
。そして、その演算部２０１が外部記憶部２０８に記憶してある各種の制御信号を読出し
、それらの制御信号に従って、各種の制御が行われる。
【００１６】
　後述する監視サーバ装置１０１の機能や処理は、演算部２０１が外部記憶部２０８に格
納されているプログラムを読み出し、このプログラムを実行することにより実現されるも
のである。なお、監視カメラ装置１０３のハードウェア構成は、監視サーバ装置１０１の
ハードウェア構成とほぼ同様である。
【００１７】
　監視サーバ装置１０１の演算部２０１はまた、通信部２０５を介して監視カメラ装置１
０３に指示を出すことにより、監視カメラ装置１０３による文書や人物の行動の撮影を制
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御する。文書や人物の行動を撮影する。文書の種類としては、単票や冊子等の物理媒体文
書の他、タブレットデバイス等に表示される電子デバイス表示文書等が考えられる。ＵＩ
部２０４は、ボタン、タッチパネル、キーボード、マウス等であり、ユーザからの指示が
入力される。
【００１８】
　図３は、監視サーバ装置１０１のソフトウェア構成を示す図である。監視サーバ装置１
０１は、撮影処理部３０１と、特徴量抽出部３０２と、識別度推定部３０３と、追加判定
部３０４と、優先度算出部３０５と、テーブル管理部３０６と、通信処理部３０７とを有
している。撮影処理部３０１は、監視カメラ装置１０３による撮影を制御する。特徴量抽
出部３０２は、監視カメラ装置１０３により撮影された撮影画像に含まれる監視対象の人
物の顔画像を特定し、顔画像の特徴量を抽出する。識別度推定部３０３は、特徴量に対す
る識別度を推定する。ここで識別度とは、特徴量に基づいて、人物の個別識別を行えるか
否かを示す指標である。なお、特徴量及び識別度については後に詳述する。
【００１９】
　追加判定部３０４は、識別度に基づいて、再撮影が必要か否かを判定する。優先度算出
部３０５は、識別度とウェアラブルデバイス１０９と監視対象の人物の間の距離とに基づ
いて、監視対象の人物に対する撮影の優先度を算出する。テーブル管理部３０６は、外部
記憶部２０８に記憶されている各種テーブルを管理する。通信処理部３０７は、ウェアラ
ブルデバイス１０９等の外部装置との通信を制御する。
【００２０】
　図４（ａ）は、監視サーバ装置１０１の外部記憶部２０８に格納されている動線テーブ
ル４０１を示す図である。また、図４（ｂ）は、監視サーバ装置１０１の外部記憶部２０
８に格納されている動線座標テーブル４０２を示す図である。監視サーバ装置１０１は、
動線データ１０６として、動線テーブル４０１及び動線座標テーブル４０２を格納する。
動線テーブル４０１には、一定長の軌跡に１対１対応する動線ＩＤが登録される。また、
動線座標テーブル４０２には、動線テーブル４０１で定義された動線ＩＤについて、計測
された計測装置、計測時刻、座標、速度、方向等が登録される。なお座標及び速度につい
ては、複数の撮影機器による計測結果を統一して管理するため、撮影位置、撮影画角等の
事前情報を用い、座標変換されたものを用いる。
【００２１】
　図５（ａ）は、監視サーバ装置１０１の外部記憶部２０８に格納されている特徴量テー
ブル５０１を示す図である。図５（ｂ）は、特徴量５０２を示す図である。特徴量５０２
は、監視カメラ装置１０３により撮影された顔画像１０７又はウェアラブルデバイス１０
９により撮影された顔画像１１０を分析することにより得られた顔の特徴量である。特徴
量５０２は、個人識別のために用いられるもので、顔画像から、目・口・鼻の座標、推定
年齢等を数値化した情報である。なお、特徴量の他の例としては、表情、肌の色、服装や
持ち物等を用い、それぞれ輝度値や形状を数値化した情報であってもよい。
【００２２】
　特徴量テーブル５０１には、撮影ＩＤと、人物ＩＤと、特徴量と、ぶれ度と、顔向きと
、特徴量の識別度とが対応付けて記録される。撮影ＩＤは、特徴量の識別情報である。人
物ＩＤは、監視対象の移動体である人物の識別情報である。識別度は、対応する特徴量や
顔画像に基づいた、人物の個別識別のし易さを表す尺度である。ぶれや隠れが大きい物、
正面を向かない顔画像は、監視精度を低下させる可能性が高いため、識別度は低く設定さ
れる。また、計測済かつ動線と紐付け済の特徴量との相関が高過ぎる場合には、誤検出の
可能性を高めるため、識別度は低く設定される。
【００２３】
　識別度の数値化例としては、顔画像の解像度、動きによりぶれたピクセル数、障害物等
により隠れた面積の推定比率、顔の向きとして正面からの相対角度等、撮影成功度を表す
ものがある。他にも監視対象特徴量の各成分に関するユークリッド距離やマハラノビス距
離等の距離関数や、各成分の共起率を用いる事も考えられる。ここに挙げた識別度の例は
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単独で用いても良いし、それぞれ重み付けをした上で複数個を組合せて決定することも良
い。複数個を組合せて実施した場合には、特徴量の傾向が偏らずに計測されるため、デー
タの識別精度の向上が実現できる。なお、このとき撮影成功度が高いにもかかわらず、計
測済かつ紐付け済の特徴量との相関が閾値時間以上高くなる場合は同一人物と推定し、対
応する複数レコードに同一の人物ＩＤを割り振るものとする。
【００２４】
　図６は、監視サーバ装置１０１の外部記憶部２０８に格納されている対応テーブル６０
１を示す図である。対応テーブル６０１は、撮影ＩＤと動線ＩＤとの紐付け情報を格納し
ている。図７は、本実施形態におけるウェアラブルデバイス１０９の表示部２０２に表示
される表示画面７０１を示す図である。表示画面７０１には、視界内の様子の他、監視サ
ーバ装置１０１から得られた周辺の各種情報が表示されている。なお、ウェアラブルデバ
イス１０９の表示部２０２は、接眼ディスプレイやタッチパネルディスプレイ等で実装さ
れる。表示画面７０１には、監視空間１０４の俯瞰情報を表示する俯瞰情報エリア７０２
、人物１０５の動線追尾状況を表示する動線追尾枠７０３、監視サーバ装置１０１等から
の行動指示を表示する行動指示表示領域７０４等がある。
【００２５】
　図８は、監視サーバ装置１０１による撮影制御処理を示すフローチャートである。なお
、監視サーバ装置１０１は、監視カメラ装置１０３から受信した撮影画像の解析や監視対
象となる人物付帯のＲＦＩＤタグ等からの情報に基づいて、人物の位置及びその軌跡が追
尾できている事を前提としている。なお、図８に示す撮影制御処理は、監視対象の複数の
人物それぞれに対応する複数の動線それぞれを対象として実行される処理である。なお、
監視カメラ装置１０３は、各動線に対する撮影制御処理を非同期的に並列して実行するも
のとする。
【００２６】
　まず、Ｓ８０１において、監視カメラ装置１０３の演算部２０１は、処理対象の動線が
、新規に計測した動線又は再試行対象として指定された動線かを判断する。演算部２０１
は、処理対象の動線が新規の動線又は再試行対象の動線のいずれかである場合には（Ｓ８
０１でＹｅｓ）、処理をＳ８０２へ進める。演算部２０１は、処理対象の動線が新規の動
線又は再試行対象の動線のいずれにも該当しない場合には（Ｓ８０１でＮｏ）、処理対象
の動線に対する処理を終了する。
【００２７】
　Ｓ８０２において、特徴量抽出部３０２は、監視カメラ装置１０３により撮影された撮
影画像から、処理対象の動線に対応する顔画像を特定し、特定した顔画像から特徴量を抽
出する。ここで、Ｓ８０２の処理は、処理対象となる対象移動体としての人物の特徴量を
抽出する特徴量抽出処理の一例である。そして、テーブル管理部３０６は、新たな撮影Ｉ
Ｄを割り当てた上で、抽出した特徴量を特徴量テーブル５０１に登録する。なお、監視サ
ーバ装置１０１は、監視カメラ装置１０３から特徴量を受信している場合には、Ｓ８０２
の処理は省略することができる。次に、Ｓ８０３において、識別度推定部３０３は、特徴
量に基づいた人物の個別識別の識別度を推定する（推定処理）。識別度推定部３０３はさ
らに、推定した識別度をＳ８０２において登録した特徴量に対応付けて特徴量テーブル５
０１に登録する。
【００２８】
　次に、Ｓ８０４において、追加判定部３０４は、追加撮影の必要性の指標となる撮影必
要度を算出する。追加判定部３０４は、例えば、（式１）により、識別度ｄに基づいて、
撮影必要度Ｎ（ｄ）を算出する。これにより、追加判定部３０４は、識別度が低い程より
高い撮影必要度を算出することができる。

Ｎ（ｄ）＝－ｄ　　　…（式１）
【００２９】
　また、他の例としては、追加判定部３０４は、（式２）により撮影必要度Ｎ（ｄ）を算
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出してもよい。ここで、ｍは、人物の推定年齢である。このように、人物の推定年齢を加
算することにより、推定年齢が低い程、より高い撮影必要度を算出することができる。こ
れにより、迷子等、監視強化の必要性が高いと予想される事象を詳細に情報収集できるの
で事前分析精度が高まる。

Ｎ（ｄ）＝－ｄ－ｍ　　　…（式２）
【００３０】
　次に、Ｓ８０５において、追加判定部３０４は、撮影必要度と閾値とを比較することに
より、再撮影が必要か否かを判定する（判定処理）。追加判定部３０４は、撮影必要度が
閾値以上の場合には再撮影が必要と判定し（Ｓ８０５でＹｅｓ）、処理をＳ８０６へ進め
る。追加判定部３０４は、撮影必要度が閾値未満の場合には、再撮影は不要と判定し（Ｓ
８０５でＮｏ）、処理をＳ８１２へ進める。
【００３１】
　この場合、Ｓ８１２において、テーブル管理部３０６は、Ｓ８０２において抽出された
特徴量の撮影ＩＤを処理対象の動線の動線ＩＤに対応付けて対応テーブル６０１に登録す
る。次に、Ｓ８１３において、演算部２０１は、処理対象の動線が撮影の再試行対象に設
定されている場合にはこの設定を解除する。以上で、１つの動線に対する撮影制御処理が
終了する。なおこの際、既に、ウェアラブルデバイス１０９に対し、監視サーバ装置１０
１から撮影指示が送信されていた場合には、装着者の効率の改善のために監視サーバ装置
１０１は、ウェアラブルデバイス１０９に対し、撮影中止指示を送信する（送信処理）。
【００３２】
　一方、Ｓ８０６において、優先度算出部３０５は、優先度を算出する。具体的には、優
先度算出部３０５は、監視サーバ装置１０１の不図示の測距センサの検知結果等に基づい
て、処理対象の動線に対応する人物と、ウェアラブルデバイス１０９の間の距離ｒを特定
する。そして、優先度算出部３０５は、識別度ｄと距離ｒとに基づいて、（式３）により
優先度を算出する。

優先度＝１／（ｄ×ｒ2）　　　…（式３）

これにより、識別度が小さい程、また距離が短い程より高い優先度を算出することができ
る。
【００３３】
　次に、Ｓ８０７において、通信処理部３０７は、監視対象の人物と優先度と撮影条件と
を含む撮影指示をウェアラブルデバイス１０９に送信する（送信処理）。ここで、監視対
象の人物は、処理対象の動線に対応する人物である。また、撮影条件は、演算部２０１に
より決定される。すなわち、演算部２０１は、監視対象の人物の動線に基づいて、監視対
象の人物を撮影する際の撮影条件を決定する（条件決定処理）。ここで、撮影条件は、撮
影位置、撮影方向、撮影タイミング等を含むものとする。
【００３４】
　さらに他の例としては、演算部２０１は、ウェアラブルデバイス１０９の装着者が、移
動して撮影すべきか否かを判断する。そして、移動した方が識別度が高い撮影が行えると
判断した場合には、通信処理部３０７は、移動先を示す場所情報をさらに含む撮影指示を
ウェアラブルデバイス１０９に送信してもよい。また、ウェアラブルデバイス１０９が複
数存在する場合には、通信処理部３０７は、冗長な撮影を防止するために最も近い場所に
あるウェアラブルデバイス１０９を主担当デバイスとして指定する情報を撮影指示に含め
てもよい。
【００３５】
　これに対し、ウェアラブルデバイス１０９は、複数の動線それぞれに対する撮影制御処
理において、複数の撮影指示を受信しており、各撮影指示に含まれる優先度に基づいて、
各監視対象人物の撮影順を決定する。具体的には、ウェアラブルデバイス１０９は、優先
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度が大きい順を撮影順として決定する。ウェアラブルデバイス１０９は、優先度に応じて
図５に示した行動指示表示領域７０４等に装着者に指示すべく、撮影指示を表示する。ウ
ェアラブルデバイス１０９は、例えば、撮影指示として、撮影を行うべき地点と撮影対象
の人物の到達予測時刻等を表示してもよい。そして、ウェアラブルデバイス１０９は、撮
影を行うと、撮影画像中の顔画像から特徴量を抽出し、抽出結果を監視サーバ装置１０１
に送信する。なお、ウェアラブルデバイス１０９は、抽出結果が妥当か否か装着者に判断
させ、その後に抽出結果を送信してもよい。これにより、抽出結果の質を高めることがで
きる。
【００３６】
　これに対応し、Ｓ８０８において、通信処理部３０７は、ウェアラブルデバイス１０９
から抽出結果を受信する。なお、抽出結果には、特徴量の他、撮影地点の座標、向き、撮
影画像データが含まれているものとする。テーブル管理部３０６は、新たな撮影ＩＤを割
り当てた上で、抽出結果に示される特徴量を特徴量テーブル５０１に登録する。
【００３７】
　また、他の例としては、ウェアラブルデバイス１０９により撮影された顔画像からの特
徴量の抽出は、監視サーバ装置１０１が行ってもよい。この場合、ウェアラブルデバイス
１０９は、監視サーバ装置１０１に撮影画像データを送信すればよい。一定時間（５秒等
）内に撮影が行われなかった場合には、過去の撮影画像データを流用することでタイムア
ウト処理を行い、次のステップに推移する。Ｓ８０９において、識別度推定部３０３は、
ウェアラブルデバイス１０９により撮影された顔画像の特徴量の識別度を推定する。なお
、Ｓ８０９の処理は、Ｓ８０３の処理と同様である。次に、Ｓ８１０において、Ｓ３０４
は、Ｓ８０９において推定した識別度に基づいて、撮影必要度を算出する。なお、Ｓ８１
０の処理は、Ｓ８０４の処理と同様である。
【００３８】
　次に、Ｓ８１１において、追加判定部３０４は、撮影必要度が閾値以上の場合には（Ｓ
８１１でＹｅｓ）、処理をＳ８１４へ進める。追加判定部３０４は、撮影必要度が閾値未
満の場合には（Ｓ８１１でＮｏ）、処理をＳ８１２へ進める。この場合、Ｓ８１２におい
て、テーブル管理部３０６は、Ｓ８０８において受信した抽出結果に含まれる特徴量の撮
影ＩＤを動線ＩＤに対応付けて対応テーブル６０１に登録し、その後処理をＳ８１３へ進
める。なお、Ｓ８１２等で行う動線と特徴量の紐付け処理においては、データベースエン
ジン等への登録を想定しているが、検索インデックスを都度又は定期的に構築しておくと
よい。これにより、監視対象の特徴量に対応する動線の抽出処理の効率を高められる。
【００３９】
　Ｓ８１４においては、テーブル管理部３０６は、Ｓ８０９において推定された識別度と
、既に特徴量テーブル５０１において、処理対象の動線に対応する人物の人物ＩＤに対応
付けられている登録済みの識別度とを比較する。テーブル管理部３０６は、Ｓ８０９にお
いて推定された識別度の方が大きい場合には（Ｓ８１４でＹｅｓ）、処理をＳ８１５へ進
める。テーブル管理部３０６は、Ｓ８０９において推定された識別度が登録済みの識別度
以下の場合には（Ｓ８１４でＮｏ）、処理をＳ８１６へ進める。
【００４０】
　Ｓ８１５において、テーブル管理部３０６は、処理対象の動線の動線ＩＤに、Ｓ８０８
において受信した抽出結果に含まれる特徴量の撮影ＩＤを対応付けて対応テーブル６０１
に登録する。これにより、識別度は十分でないものの、動線に対応する特徴量を登録する
ことができる。次に、Ｓ８１６において、演算部２０１は、処理対象の動線を撮影の再試
行対象に設定する。以上で、１つの動線に対する撮影制御処理が終了する。
【００４１】
　監視サーバ装置１０１は、定期的に、各動線に対する撮影制御処理を行うことにより、
各動線に紐付ける特徴量等、監視対象の特徴量を、より識別度の高いものに、更新、維持
することができる。さらに、監視サーバ装置１０１の制御の下、ウェアラブルデバイス１
０９は、移動し続ける再撮影対象の人物のうち、より早く特徴量を特定する必要のある人
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物から順に特徴量を特定するための処理を開始することができる。したがって、顔の向き
やぶれ、隠れによる情報量不足を補い、人物検索等の監視精度を向上させることができる
。このことから、監視対象特徴量を用いた迷子、トラブル予測等、監視および分析の精度
を高めることができる。
【００４２】
　なお、第１の実施形態の変更例としては、監視サーバ装置１０１は、各動線に対して算
出した優先度に基づいて、複数の人物の撮影順序を決定した上で、撮影順序を含む撮影指
示をウェアラブルデバイス１０９に送信してもよい。これにより、ウェアラブルデバイス
１０９の処理を軽減することができる。
【００４３】
（第２の実施形態）
　次に、第２の実施形態に係る監視システムについて説明する。第２の実施形態に係る監
視システムにおいては、監視サーバ装置１０１は、近い将来において撮影が行われる可能
性を示す期待度を算出し、期待度に基づいて、ウェアラブルデバイス１０９による撮影を
制御する。以下、第２の実施形態に係る監視システムについて、第１の実施形態に係る監
視システムと異なる点について説明する。
【００４４】
　図９は、第２の実施形態に係る監視サーバ装置１０１による撮影制御処理を示すフロー
チャートである。なお、図９に示す各処理のうち図８を参照しつつ説明した撮影制御処理
の各処理と同一の処理には同一の番号を付している。Ｓ８０５において、追加判定部３０
４は、撮影必要度が閾値以上の場合となり再撮影が必要と判定した場合には（Ｓ８０５で
Ｙｅｓ）、処理をＳ９０１へ進める。Ｓ９０１において、追加判定部３０４は、撮影が行
われる可能性を示す期待度を算出する（期待度算出処理）。具体的には、追加判定部３０
４は、まず処理対象の動線に基づいて、動線に対応する人物の経路予測を行う。そして、
追加判定部３０４は、予測結果を用いて、監視カメラ装置１０３又はウェアラブルデバイ
ス１０９の撮影可能領域に予測された経路が含まれるか否かを確率計算等によって定量化
することにより、期待値を算出する。
【００４５】
　次に、Ｓ９０２において、追加判定部３０４は、Ｓ９０１において算出した期待値と閾
値とを比較し、期待値が閾値以上の場合に（Ｓ９０２でＹｅｓ）、処理をＳ８１４へ進め
る。また、追加判定部３０４は、期待値が閾値未満の場合には（Ｓ９０２でＮｏ）、処理
をＳ８０６へ進める。なお、ウェアラブルデバイス１０９が撮影指示下にある場合には、
追加判定部３０４は、ウェアラブルデバイス１０９への撮影指示を中止した上で処理をＳ
８０６へ進める。これにより、期待値が低い場合にのみ、ウェアラブルデバイス１０９に
よる再撮影を行うことができる。なお、第２の実施形態に係る監視システムのこれ以外の
構成及び処理は、第１の実施形態に係る監視システムの構成及び処理と同様である。
【００４６】
　以上のように、第２の実施形態に係る監視サーバ装置１０１は、時間の経過に伴い受動
的に撮影可能な動線については、再撮影の対象としないこととする。これにより、ウェア
ラブルデバイス１０９への撮影指示を最小限に抑えるとともに、監視精度を維持できる。
【００４７】
　第２の実施形態に係る監視システムの変更例としては、監視サーバ装置１０１は、識別
度が閾値未満の状態が一定時間以上継続する場合には、重点的に撮影するように撮影の優
先度をより高い値に変更してもよい（変更処理）。これにより、ある程度の時間が経過し
ても識別度が向上しない監視対象が存在する場合にも、監視対象全体の識別度を効率的に
改善させることができる。
【００４８】
（その他の実施形態）
　また、他の実施形態としては、例えば、遠方からの撮影によっては、監視対象の人物が
障害物や別の人物の影に隠れること等により、動線が不連続になる場合がある。この際、
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監視サーバ装置１０１は、動線の終了・開始の時刻・位置がそれぞれ閾値以内であり、か
つ監視対象の特徴量の距離が閾値以内である場合には、特徴量の再計測を行うのではなく
、同一人物であると判断して動線同士を連結してもよい。こうすることで、不必要な再測
定を抑制することができる上、動線の追跡精度を高めることができる。
【００４９】
　また、身長が低い等によって、識別度が継続的に低い状態が続く通行人について、分析
精度が劣化する場合がある。この場合に対応するために、監視対象の同行者を特定し、同
行監視対象関連付けをすることによって動線及び特徴量を代替することも効果的である。
具体的には、監視サーバ装置１０１は、識別度が低い状態が一定時間以上継続する動線に
ついて、周辺の動線を分析し、座標位置と時刻の相関等を用いて、一定以上の相関を保つ
場合に同行監視対象として関連付けを行う。そして、監視サーバ装置１０１は、同行監視
対象の特徴量を抽出し、抽出した特徴量を識別度が低い方の動線と紐付けて登録する。識
別度が低い状態が継続する通行人についても迷子等の事象を事前に検知することや、分析
精度を高められる効果がある。
【００５０】
　また、上述の実施形態においては、逐次的に監視対象識別度が高い監視対象特徴量が動
線に紐付けされるために、局所解に陥る場合がある。これを回避するため、監視サーバ装
置１０１は、時刻や登録件数等を基準として定期的に、過去の監視対象の特徴量を俯瞰し
た上で、全動線が相互に識別度が高まるよう特徴量テーブル５０１や対応テーブル６０１
を更新してもよい。
【００５１】
　また、本発明は、上述の実施形態の１以上の機能を実現するプログラムを、ネットワー
ク又は記憶媒体を介してシステム又は装置に供給し、そのシステム又は装置のコンピュー
タの１つ以上のプロセッサーがプログラムを読出し実行する処理でも実現可能である。ま
た、１以上の機能を実現する回路（例えば、ＡＳＩＣ）によっても実現可能である。
【００５２】
　以上、上述した各実施形態によれば、監視制度の低下を防ぎつつ、面倒な作業を要する
ことなく、動線と移動体の紐付けを適切に行うことができる。
【００５３】
　以上、本発明をその好適な実施形態に基づいて詳述してきたが、本発明はこれら特定の
実施形態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の様々な形態も本発
明に含まれる。上述の実施形態の一部を適宜組み合わせてもよい。
【符号の説明】
【００５４】
１０１　監視サーバ装置
１０３　監視カメラ装置
１０９　ウェアラブルデバイス
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